
働き方改革推進支援助成金
●労働時間短縮・年休促進支援コース
●勤務間インターバル導入コース
●労働時間適正管理推進コース

の紹介

令和４年４月２８日現在

指導官 藤木航将

滋賀労働局 雇用環境・均等室



●申請様式は、コースごと厚生労働省ＨＰから名前を付け
て保存する、そのまま印刷するなどしてご準備ください。

※紙では調達されておりません。

●申請マニュアル（必読。交付申請チェックリスト・支給申請チェックリスト付き。）

●交付要綱（根拠法のようなもの。少なくとも前半の本文はご一読ください。）

●支給要領（交付要綱より詳しめです。審査に影響することが書かれています。）
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◆助成概要
３コースとも「助成対象となる取組」は同じ。現在、

未履行の「成果目標（コースによって異なる）」を今後、
達成いただくことで「助成対象となる取組」に要した費
用の一部を助成するもの。

◆助成対象となる取組～いずれか１つ以上を実施～
（１）外部講師による労務管理担当者に対する研修
（２） 〃 労働者に対する研修、周知・啓発
（３）外部専門家によるコンサルティング
（４）就業規則・労使協定等の作成・変更
（５）人材確保に向けた取組
（６）労務管理用ソフトウエア、労務管理用機器、デジタル式運

行記録計の導入・更新
（７）労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新

※このように、本助成金は、費用が発生せず、申請すれば給付金が下りる
という性格のものではありません。

※（７）労働能率の増進のイメージは、労働時間の縮減、年休取得促進に
向けた生産性向上＆業務効率化につながる設備・機器の導入。

・（１）（２）の研修には、
業務研修も含みます
・（６）（７）ではＰＣ、
タブレット、スマートフォ
ンは対象となりません
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◆対象事業主（いずれにも該当していること）

▪「労災保険に加入している中小企業事業主であること」

▪「（労基法第３９条第７項の）年５日の年休取得に向け
て就業規則等を整備していること」

※ 全ての対象事業場において、交付申請時点で、時季指定の対象となる労働者の
範囲及び時季指定の方法等についての記載がある就業規則を作成していること。
なお、常時１０人未満の労働者を使用する対象事業場においては、時季、日数及
び基準日を明らかにした「年次有給休暇管理簿」を作成していること。

▪「コース別に設けられた要件にあてはまっていること」
➙ コース別に設けられた要件については後で紹介しますが、イメージと

しては、労務管理の一層の改善に向けて取組途上であり、将来的により
充実させる余地がある状態。

逆に言えば、現時点で、既に成果目標を達成している場合は、目標を
達成しておられるので、本助成金については申請いただけません。
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◆助成対象となる取組（５）人材確保に向けた取組事例
・インターネット上で求人サイトの開設
・自社ＨＰに求人ページを製作
・スタッフ募集看板の設置
・求人チラシの作成
・求人広告への掲載
・求人誌への掲載

◆助成対象となる取組（６）労務管理用ソフトウエア、
労務管理用機器の導入・更新事例

・ＩＣカードを利用したタイムレコーダーの購入
・給与ソフトの購入
・勤怠システムの導入
・クラウド型会計・労務管理システムの導入

➙統合管理ＩＴシステム（※後のスライドで定義を説明します）であれば、
「労働時間適正管理推進コース」の成果目標でもありますので、もし、他の
２コースでの申請が、既に成果目標を達成しているなどの事情で出来ない場
合は「労働時間適正管理推進コース」で申請を検討する余地があります。
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◆支給対象となる取組（７）労働能率の増進に資する
設備・機器などの導入・更新事例
＜小売業・卸売業（各種商品小売業、飲食店など）＞

・業務用食器洗浄機、スチームオーブン、金属検出
器、リフト、業務用自動車の購入

＜サービス業（医療、福祉、宿泊業、情報通信業、不
動産業・物品賃貸業など）＞

・レセプトシステム、デンタルスキャナーソフト、
歯科用機器、歯科用診療台、内視鏡洗浄消毒器、
Ｘ線撮影装置、歯科用研磨器材、マイクロスコー
プ、診療用ハンドピース、診療器具洗浄機の購入

・介護ベッド、超音波診断装置の購入
・福祉車両、車椅子自動車、業務用自動車の購入
・自動シャンプー台、美容機器の購入（エステティック業）

・POSレジ、自動釣銭機の購入
・乾燥機、牽引装置、ズボンプレス機の購入
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＜その他の業種（製造業、建設業、運輸業、金融業、派
遣業など） ＞

・パイプ加工機、足場資材、簡易リフト、プレス機械、
充填機、高圧洗浄機、塗装機、コンプレッサー、
発電機、高圧釘打ち機、充電丸鋸、充電カンナ、
風防雨除けカーテン、保管棚、フォークリフト、
ミニバックホー、大型草刈り機、ドローン、
自動飛行アプリ、測定機器、地盤調査機、
レーザー墨出し器、斫り機、溶接機、洗浄機、
加熱撹拌機、紙折り機の購入

・業務用トラック、軽トラック、業務用バン、業務用
ダンプなど業務用自動車、特種用途自動車の購入
※車検証の用途欄が「貨物」の車両をイメージしてください。なお、小型の福
祉車両などの場合、用途欄が「貨物」にならない場合があります。その場合で
も、特殊な目的に専ら使用するものと認められる場合は対象になります。また、
検査登録（届出）手続代行費用、納車費用も助成対象に入れることができます。

・トラック荷台の加工（車体架装）
・ホイスト式クレーンの購入及び設置

※設置費用や撤去費用も助成対象に入れることができます。
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【判断基準】
「労働能率の増進に資する」設備、機器等に該当するか否かは、労

働者が直接行う業務負担を軽減する、または、生産性向上により労働
時間の縮減に資する設備・機器であるか否かで判断します。

【対象外となる労働能率の増進に資する設備・機器】
①乗用自動車の購入費用
②オフィスのエアコンの更新など不快感の軽減や快適化を図ること

を目的とした機器
③顔認証付き検温器、汎用事務機器など通常の事業活動に伴う経費

汎用事務機器の例… ＰＣ、タブレット、スマートフォン、マウス、
キーボード、ノートＰＣスタンド、デスクマットなど。
※ただし、ＰＯＳシステム、会計給与システムなどで、ＰＣ、タブ
レット、スマートフォンの購入費用に組み込まれて用いられ、汎用ソ
フトを使用してはならない仕様の端末及びシンクライアント端末は、
対象になる場合があります。

④交付決定日より前に開始した事業に係る費用

以上の他にも各コースの支給要領によれば、対象外となる費用はありま
す。判断に迷われる場合は申請前に個別判断の相談を承っております。
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◆コース別の対象事業主＆成果目標＆成果目標別助成上限額

＜労働時間短縮・年休促進支援コース＞
▪「労災保険に加入している中小企業事業主であること」
▪「年５日の年休取得に向けて就業規則等を整備していること」
▪交付申請時点で、次のいずれかに該当していること

① ３６協定の１ヵ月の時間外・休日労働時間数の延長時間が、月
６０時間を超えていること。【現況として長時間労働が可能】
➙成果目標①ー１（イメージ：控えめな縮減）
現在、月８０時間超の３６協定を（月６０時間時間超）月８０

時間以下に設定し、監督署に届出すること【上限額５０万円】
➙成果目標①ー２（イメージ：思い切った縮減）
現在、月８０時間超の３６協定を月６０時間以下に設定し、

監督署に届出すること【上限額１５０万円】
➙成果目標①ー３（イメージ：標準的な縮減）
現在、月６０時間超の３６協定を月６０時間以下に設定し、

監督署に届出すること【上限額１００万円】
※そもそも残業が発生する事態が想定されず、３６協定を締結していなかったり、
残業が見込まれるとしても延長時間（１ヵ月の上限時間）を月６０時間以下で協定し
ている場合は①を成果目標にはできませんので次の②③④を成果目標にしてください。



② （労基法第３９条第６項の）年次有給休暇の計画的付与制度をまだ
導入していないこと。【現況として計画的付与を導入していない】
➙成果目標

労基法第３９条第６項の年次有給休暇の計画的付与制度の内容を
満たす規定を労使協定及び就業規則に新たに定め（※常時労働者数
が10人未満の場合であっても支給申請時には就業規則を作成いただ
きます）、就業規則については監督署に届出すること（ただし、常
時労働者数が10人未満の場合は監督署への届出の代わりに、申請事
業主及び労働者代表者の「申立書（マニュアルの例示様式を参照）」を支給申
請時に添付することでも差し支えありません）。【上限額50万円】

※最低限、規定する事項
・計画的付与の対象者
・対象となる年休の日数
・計画的付与の具体的な方法
・年休の付与日数が少ない者の扱い
・計画的付与日の変更

※現在、既に年次有給休暇の計画的付与制度に関する規定を労使協定、就業規則に明文
化している場合は②を成果目標にはできませんので他の①③④を成果目標にしてください。
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③ （労基法第３９条第４項の）時間単位年休制度をまだ導入して
いないこと。【現況として時間単位年休を導入していない】
➙成果目標

労基法第３９条第４項の時間単位での年休付与制度の内容
を満たす規定を労使協定及び就業規則に新たに定め（※常時
労働者数が10人未満の場合であっても支給申請時には就業規
則を作成いただきます）、就業規則については監督署に届出
すること（ただし、常時労働者数が10人未満の場合は監督署
への届出の代わりに、申請事業主及び労働者代表者の申立書
を支給申請時に添付することでも差し支えありません）。

【上限額２５万円】

※最低限、規定する事項
・対象となる労働者の範囲
・時間単位年休の日数
・時間単位年休取得日の１日の所定労働時間数
・１時間以外の時間を単位とする場合はその時間数
・時間単位年休１時間当たりの賃金額

※現在、既に時間単位の年休に関する規定を労使協定、就業規則に明文化している
場合は③を成果目標にはできませんので他の①②④を成果目標にしてください。
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④ 交付要綱で規定している以下の５種類の特別休暇のいずれか１
つでも導入していない休暇があること。

・病気休暇 ・教育訓練休暇 ・ボランティア休暇
・新型コロナウイルス感染症対応のための休暇
・不妊治療のための休暇

【現況としていずれかの休暇をまだ導入していない】
➙成果目標

交付要綱で規定している特別休暇のいずれか１つ以上を
「有休」扱いとして就業規則に新たに定め（※常時労働者数
が10人未満の場合であっても支給申請時には就業規則を作成
いただきます）、就業規則については監督署に届出すること
（ただし、常時労働者数が10人未満の場合は監督署への届出
の代わりに、申請事業主及び労働者代表者の申立書を支給申
請時に添付することでも差し支えありません）。

【上限額２５万円】
※最低限規定する事項

・対象となる特別休暇の名称
・対象者
・休暇日数
・休暇取得の際の賃金の計算方法（労基法第３９条第９項

所定の方法）
・時間単位年休１時間当たりの賃金額
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◆コース別の対象事業主＆成果目標＆成果目標別助成上限額

＜勤務間インターバル導入コース＞
▪「労災保険に加入している中小企業事業主であること」
▪「年５日の年休取得に向けて就業規則等を整備していること」
▪ ３６協定を締結しており、かつ、過去２年間において月４５時間を

超える時間外労働の実態があること。（➙法定残業時間で判断）
▪ 交付申請時点で、以下のいずれかに該当する事業場を有すること。

① 勤務間インターバルを導入していない事業場
【現在、未導入】

② 既に休息時間数が９時間以上の勤務間インターバルを導入
しているが、対象となる労働者が当該事業場に所属する労働者
の半数以下である事業場 【現在、適用範囲が狭い】

③ 既に休息時間数が９時間未満の勤務間インターバルを導入
している事業場 【現在、休息時間数が短い】

※現在、休息時間数が９時間以上の勤務間インターバルを導入し、対象となる労働者
数が当該事業場に所属する労働者の過半数に達している場合は、既に成果目標を達成
しておられるので本コースでの交付申請はできません。
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➙成果目標（前スライドの番号に対応）
① 勤務間インターバルを導入していない場合
➙新規に所属労働者の過半数を対象とする勤務間インターバルを
導入すること。【新規導入】

・休息時間数を11時間以上に設定した場合 【上限額100万円】
・休息時間数を９時間以上（11時間未満）に設定した場合

【上限額80万円】
② 既に休息時間数が９時間以上の勤務間インターバルを導入して

いるが、対象となる労働者が当該事業場に所属する労働者の半数
以下である事業場
➙対象労働者の範囲を拡大し、所属労働者の過半数を対象とする

こと。【適用範囲の拡大】
・休息時間数を11時間以上に設定している場合【上限額50万円】
・休息時間数を９時間以上（11時間未満）に設定している場合

【上限額40万円】
③ 既に休息時間数が９時間未満の勤務間インターバルを導入している

事業場
➙所属労働者の過半数を対象として、休息時間数を２時間以上延長
し、９時間以上とすること。【時間延長】

・休息時間数を11時間以上に設定した場合 【上限額50万円】
・休息時間数を９時間以上（11時間未満）に設定した場合

【上限額40万円】
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◆コース別の対象事業主＆成果目標＆成果目標別助成上限額

＜労働時間適正管理推進コース＞
▪「労災保険に加入している中小企業事業主であること」
▪「年５日の年休取得に向けて就業規則等を整備していること」
▪ ３６協定を締結していること。（※農業など労基法第41条第１項第

１号で定める事業に該当する場合などの例外はありますが、R4.4.1以
後に初めて３６協定を締結・届出する事業主は対象外です）

▪ 交付申請時点で、以下のいずれにも該当していること。
① 勤怠（労働時間）管理と賃金計算、賃金台帳をリンクさせ、賃

金台帳を作成・管理・保存できるような統合管理ＩＴシステム
（※）を用いた労働時間管理方法を（まだ）採用していないこと。

※ネットワーク型タイムレコーダー等出退勤時刻を自動的にシ
ステム上に反映させ、かつ、データ管理できるものとし、当該
システムを用いて賃金計算や賃金台帳の作成、管理、保存が行
えるものであること。

② 賃金台帳等の労務管理書類（労基法第109条に基づく記録の保
存が義務付けられている書類で、労働者名簿、賃金台帳、労働条
件通知書など）について５年間保存することが就業規則等に規定
されていないこと。
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➙成果目標（前スライドの番号に対応）
以下の①から③まで全てを目標達成すること。
① 新たに勤怠（労働時間）管理と賃金計算等をリンクさせ、賃金

台帳等を作成・管理・保存できるような統合管理ＩＴシステムを
用いた労働時間管理方法を採用すること。

② 新たに賃金台帳等の労務管理書類について５年間保存すること
を就業規則等に規定すること。

③ 「労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイド
ライン」に係る研修を労働者及び労務
管理担当者に対して実施すること。
【上限額100万円】
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◆賃上げ加算＜各コース共通>

▪ 成果目標に、申請者が指定する労働者の時給額（賃
金が月給の場合は時給額に換算）を３％以上、または
５％以上の引き上げを行うことを成果目標に加えるこ
とも可能です。

＜賃金引き上げの達成時の加算額＞
引き上げ人数 １～３人 ４～６人 ７～１０人 １１人～３０人

３％以上 １５万円 ３０万円 ５０万円 １人当たり５万円
引き上げ （上限150万円）
～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・
５％以上 ２４万円 ４８万円 ８０万円 １人当たり８万円
引き上げ （上限240万円）



18

◆助成対象となる取組（スライド３ページ）の中には助成対象経
費として上限があるものとないものとがあります＜各
コース共通>

◇助成対象経費として上限がある取組
（１）労務管理担当者に対する研修の事業に係る経費 合計１０万円
（２）労働者に対する研修、周知・啓発の事業に係る経費 合計１０万円
（３）外部専門家によるコンサルティングの事業に係る経費 合計１０万円
（４）①就業規則及び労使協定（３６協定を除く）の作成・変更に係る経費

合計１０万円
②３６協定の変更に係る経費（１ヵ月の時間外・休日労働時間数の延
長時間を縮減させる場合に限る） 合計１万円

③就業規則及び３６協定等の監督署への届出に係る経費 合計１万円
（５）人材確保に向けた取組の事業に係る経費 合計１０万円

◇助成対象となる上限額が定められていない取組
（６）労務管理用ソフトウエア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の

導入・更新
（７）労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新
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◆事業で認められる経費

＜経費区分とその内容＞
・謝金（専門家謝金）
・旅費（専門家旅費、職員旅費）※宿泊費を除く
・借損料（機器・設備類、ソフトウエア等のレンタル、リース費用、ＩＣＴ

Information and Communication Technology（情報通信技術）を利用したサービスの利用料）
・会議費（会場借料）
・雑役務費（研修等受講料、機器・設備類、ソフトウエア等の保守費用）
・広告宣伝費（求人広告の掲載、合同企業説明会への出展、求人パンフ

レット・ダイレクトメール等の作成等の費用）
・印刷製本費（研修資料、マニュアル等の作成の費用）
・備品費［図書、ＩＣカード等の購入費用、自動車（乗用車等を除く）等の

購入費用、ソフトウェア等の購入、改良等の費用］
・機械装置等購入費［機器・設備類の購入、改良等の費用（設定費用、

社員等に対する研修費用を含む）、機器・設備類の設置、撤去等の費用］
・委託費（調査会社、コンサルタント会社、システム開発会社、広告代理店

等への委託費用）
※リース契約、サービス利用契約、保守契約など契約期間が、事業実施予定期間を超える場合、そ
の事業実施予定期間に係る費用に限る。年額等の場合は月割の金額（１ヵ月未満は切捨て）。
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◆助成額（各コース共通）

以下のⅠ、Ⅱのいずれか低い額

Ⅰ 対象経費の合計額×３／４
※ 常時使用労働者数が30人以下で、かつ、支給対象の取組で「労

務管理用ソフトウエア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計
の導入・更新」、または「労働能率の増進に資する設備・機器な
どの導入・更新」を実施する場合で、その所要額が30万円を超え
る場合は「対象経費の合計額×４／５」

Ⅱ 各コースの成果目標ごと、設定されている上限額
と賃金引上げ達成時の加算額を全て合計した額
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◆ご利用の流れ（各コース共通）

１ 交付申請（期限は11月30日必着※）

※本助成金は国の予算額に制約されるため、予算額を上回る申請
が全国でなされると（滋賀だけで判断されるわけではありませ
ん）、本省主導で、一斉に予告なく前倒しで締め切られる場合が
あります。ここ３年間は連続して前倒しで締め切られています。
昨年は10月半ばで締め切られまた。

・申請日は空欄にせず、必ず記入してください。郵送の場合は発
送日です。また、郵送事故防止のため、配達記録が残る方法で郵
送してください。

・取組される事業に関する見積書の中に「〇〇一式」という記載
がある場合、各項目の中身と金額が不明なので、見積書の取り直
しをお願いすることになります。つきましては、見積書を入手さ
れましたら申請前に確認をお願いいたします。
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・助成対象となる取組の（７）労働能率の増進に資する設備・機器
等の導入・更新を取組事業とされる場合は、審査の迅速化のために
設備、機器の詳細が明らかとなる資料（パンフレット等）を添付し
てください。また、「働き方改革推進支援助成金事業実施計画」
（様式第１号別添）には「現状の作業方法を具体的に記した上で、
その設備等を導入・更新することによって「何の作業が」「何分く
らい」「どのような機能により」「どのように」改善（作業時間が
短縮）されるのか、明記してください。

以上は、事業所の労働者の業務負担軽減に有効かどうか、生産性
向上により 労働時間の削減に資するかどうかの審査に必要となり
ますので詳細に記載していただきますようお願いします。

※審査時にイメージが明確にならない場合、また、効果に疑問があ
る場合は具体的な説明、追加資料の提出をお願いさせていただきま
す。
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２ 交付決定後、事業実施に着手（事業実施は来年1月31日まで）

・３６協定の再締結・届出、就業規則の変更・届出（※費用が発生す
る場合）、コンサルティング、労働能率の増進に資する設備・機
器等の発注、契約、納品、支払及び賃金引上げは全て交付決定
日以後に着手してください。交付決定前にこれらに着手してい
る場合は、不支給になります。

なお、令和４年度から成果目標の達成に向けての就業規則の
変更及び賃上げ加算については、これまで交付決定後しか取り
組みが認められていなかったのが、交付申請後であれば認めら
れることとなりました。

しかし、この場合であっても交付決定前に就業規則の改正を
行っている場合には、成果目標の達成としては認められても、
就業規則の変更・届出に係る費用は助成対象とはなりませんの
でご留意ください。

・提出いただいた書類で疑義が生じた場合、事前連絡なく申請
事業場に実地調査に訪問させていただく場合がありますので、
その際は調査にご協力をお願いいたします。

（過去には労働者の実態が乖離している事案がありました）
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３ 支給申請

・労働時間等設定改善委員会では、必ず本助成金に関わる労働時間、年休、
特別休暇などについて労使で話し合ってください。

また、参加者名簿、議事録、話し合いを行った際の写真を提出してくだ
さい。

・契約書、納品書、請求書、銀振込受領証等の写しは必ず提出してくださ
い。

また、申請書類は今後５年間保存してください。

◆各コースとも本省が「申請マニュアル」を作成しており、書類の書き
方の見本と共に、必要な書類も明記されていますが、それでも疑義が生
じることが多々あるかと思います。その際は当室まで電話でお問い合わ
せください。必要に応じて個別事案として本省照会もさせていただきま
す。（滋賀労働局 雇用環境・均等室 ☎０７７－５２３－１１９０）

◆（参考）昨年度の当室への交付申請件数
・労働時間短縮・年休促進支援コース １２１件
・勤務間インターバル導入コース ６件
・労働時間適正管理推進コース ０件


